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大川市の概要（R6.4.1）

●人口 31,450人 うち65歳以上人口 11,603人

●高齢化率 36.9％

●面積 33.63㎢

●日常生活圏域 ６圏域

●地域包括支援センター ３か所

●障害者相談支援センター３か所

●成年後見センター(中核機関)1か所

●市の特徴

☆日本一の家具産地。家具、建具、材木など、木に関わる

会社だけで600社ほど。石を投げれば社長に当たります。

☆農水産業（水稲・いちご・海苔など）も盛ん

☆ふるさと納税返礼品数日本一

☆医師会が中心となり在宅医療介護連携を推進



・H29.8月 全6圏域で、4回の準備会終了

・H29.9月 全体会（第1層協議体準備会）として市民フォーラム開催

第１回
１．市の高齢化の現状と今後必要となるしくみづくり
２．消費者被害防止の啓発
３．有償ボランティアや居場所の実例・助け合いゲーム

第２回
ワークショップ
「地図を使って地域を見直してみよう」

第３回
ワークショップ
「地域にあったらいいなと思うサービスや住民主体の助け合い活動に
ついて」

第４回
ワークショップ
「全体会での発表に向けて、前回出たアイデアをブラッシュアップ」

「みんなが住みやすいまちについて語り合う会」の内容
（平成２９年１月からスタート）

参加団体等
コミュニティ協議会、区長、民生委員、公民館長、女性ネットワーク、育成会、
老人クラブ、ボランティア団体、医療機関、障がい事業所、介護事業所、生協、
国際医療福祉大学、防災士、消防団、企業、個人など
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木室たんぽぽの会 （木室地区）

木室校区の全員が主役の多世代交流を図る場として旧木室幼稚園を拠点に活動スタート。
もしお困りの方がおられたら「ご近所さん同士で何かできる事はないか、たんぽぽの綿
毛のように、皆さんの所に飛んで行きましょう。」という熱い想いで命名。
毎週１回たんぽぽカフェを運営。

ドリームたぐち （田口地区）

こどもから高齢者まで多世代が交流し、支え合える地域づくりを目指し、田口コミュニ
ティセンターを会場に、毎月２回いこいの場を運営。
ちょっとした生活の困りごとを手伝う有償ボランティア「ちょっとかせする隊」を発足
➡国際医療福祉大学の学生ボランティアスタートのきっかけに！
おでかけサポート団体として市に登録し、いこいの場への送迎や受診、買物支援を実施。

介護予防サポーター （市内）

市の養成講座を修了後、元気が出る学校などの介護予防事業にボランティアスタッフと
して活動。高齢者の元気づくりのキーパーソン。
令和３年度の終わり頃から、田口地区、大川地区の公民館で体操教室を立ち上げ運営。
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ボランティア活動を通じて高齢者自身の介護予防を促進するだけでなく、
年齢を問わず社会参加を促進し地域の担い手の裾野を広げ、つながりある地
域社会の構築を推進することを目的とした事業です。
対象活動１回につき1ポイント付与、5ポイントから交換可能
（1ポイント＝200円）

おおかわボランティアポイント事業

市内に在住、在勤、

在学している人

・研修受講
・市に登録
・対象活動への参加

ポイント付与

ポイント活用申請

交換交付金支給

ポイント対象の活動 活動の場

介護予防サポーター
元気が出る学校、元気クラブ、元気カフェ、ゆうゆう会等の介護予

防事業の場

チームオレンジ 認知症カフェ、本人と家族のつどい、本人の活動を支援する場

地域支え合いサポーター 個人宅等

地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））活用事業 福岡県 補助率3/4
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大川市の総合事業

平成２８年２月

訪問型
サービス

従前相当

訪問A（指定）

家事サポートサービス
（訪問A・シルバー人材セ
ンター委託）

通所型
サービス

従前相当

元気が出る学校（通所C）

令和３年度

訪問型
サービス

従前相当

訪問A（指定）

家事サポートサービス
（訪問A・シルバー人材セ
ンター委託）

おうちリハ（訪問C）

食サポ（訪問C）

おでかけサポート(訪問D)

通所型
サービス

従前相当

元気が出る学校（通所C）

パワーアップクラス（通所
C）

保険外の
生活支援

ちょっとかせする隊

国際医療福祉大学
学生ボランティア

ボランティアポイント
事業で応援



【総合事業】おうちリハ・食サポ
パワーアップクラス
元気が出る学校 等

【介護予防給付】通所リハ・訪問リハ等
【認知症支援事業】初期集中支援チーム

集中介入期

・地域の運動教室・サロン

・趣味のサークル、ボランティア活動、

友人づきあい

・普段の家事等の役割

・市場サービスの利用

例）スポーツクラブ、温泉、

ショッピング、娯楽、

喫茶店、旅行など

大川市の介護予防サービス等の利用イメージ

【一般介護予防事業】
元気クラブ
元気カフェ

【一般介護予防事業】

ゆうゆう会、介護予防サポーター、
食進サロン、あたまとからだの健康教室

【認知症支援事業】

認知症カフェ
認知症の人と家族のつどい

【高齢者福祉サービス】

生活支援バス、住宅改造支援
緊急通報システム

生活管理指導ショートステイ

紙おむつ給付サービス

日常（基本）

自宅での生活

移行期
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０分
以内に必要なサービスが提供される日常
生活圏域（具体的には中学校区）を単位と
して想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。
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2040年頃を展望した社会保障改革の新たな局面と課題

0

1,000

2,000

3,000

医療・福祉

～～

（万人）

5,650万人程度

1. 現役世代の人口が急減する中での社会の

活力維持向上

⇒ 高齢者をはじめとして多様な就労・社会参

加を促進し、社会全体の活力を維持していく

基盤として、2040年までに３年以上健康寿

命を延伸することを目指す。

2. 労働力の制約が強まる中での医療・介護

サービスの確保

⇒ テクノロジーの活用等により、2040年時

点において必要とされるサービスが適切に

確保される水準の医療・介護サービスの生

産性※の向上を目指す。

《新たな局面に対応した政策課題》

（資料） 就業者数について、2018年は内閣府「経済見通しと経済財政運営の基

本的態度」、2025年以降は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成27

年 労働力需給の推計」の性・年齢別の就業率と国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）を用いて
機械的に算出。医療・福祉の就業者数は、医療・介護サービスの年齢別の利用

状
況（2025年）をもとに、人口構造の変化を加味して求めた将来の医療・介護
サービスの需要から厚生労働省において推計（暫定値）。

※  サービス産出に要するマンパワー投入量。

※ 医療分野：ICT、AI、ロボットの活用で業務代替が可能と考え
られるものが5%程度（「医師の勤務実態及び働き方の意向等
に関する調査」結果から抽出）

※  介護分野：特別養護老人ホームでは、平均では入所者2人に対
し介護職員等が1人程度の配置となっているが、ICT等の活用に

6,350万人程度

6,580万人

2,000

901

《2040年までの人口構造の変化》 《就業者数の推移》

（万人）

4,000

人口構造の推移を見ると、2025年以降、
「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。

2025年以降の現役世代の人口の急減という
新たな局面における課題への対応が必要。

2,180

3,677 3,921

+2.7%

+142.0%

+66.8%
+6.6%

8,638

▲17.0% ▲16.6%

高齢者人口
の急増

高齢者人口
の増加が
緩やかに

生産年齢
人口の減少

が加速15歳～64歳

65歳～74歳

75歳以上

2015
団塊の世代が

全て65歳以上に

2025
団塊の世代が

全て75歳以上に

2040
団塊ジュニアが
全て65歳以上に

＜65歳以上人口＞

2,239

7,170

（万人）

5,978

6,000

823万人 930万人程度 1,060万人程度
<12.5%> <15%程度> <19%程度>

【暫定】 【暫定】

2018 2025 2040

（資料）総務省「国勢調査」「人口推計」（2015年まで）、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）（2016年以降）

2,204

国民的な議論の下、

◼ これまで進めてきた給付と負担の見直し

等による社会保障の持続可能性の確保も

図りつつ、

◼ 以下の新たな局面に対応した政策課題を

踏まえて、総合的に改革を推進。

25年間 15年間

2015 2025

＜15歳～64歳人口＞
25年間 15年間

より2.7人に対し1人程度の配置で運営を行っている施設あり。

平成30年４月12日経済財政諮問会議

厚生労働大臣提出資料（抄）
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（資料）内閣府男女共同参画局（2022）『結婚と家族をめぐる基礎データ』2022年3月2日

家族の風景

6割以上

単身増加

家族不在



11（出典）平成２４年４月２６日第１回社会保障審議会 生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会資料

日本
15.3％

アメリカ
3.1％

イギリス
5.0％



12（出典）「単身高齢者の生活上のリスクと生きがいに関する国際比較―４か国比較―」 藤森克彦
（内閣府政策統括官（政策調整担当）『第９回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査』2021年3月

病気の時や日常生活に必要な作業について同居家族以外に頼れる人の有無

人との会話頻度

調査対象
60歳以上
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（出典）厚生労働省社会保障審議会介護保険部会（第101回）2022年11月14日参考資料



すべての人の生活の基盤としての地域

すべての社会・経済活動の基盤としての地域

交通産業農林 環境

支え・支えられる関係の循環
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◇社会経済の担い手輩出

◇地域資源の有効活用、
雇用創出等による経済
価値の創出

地域における人と資源の循環
～地域社会の持続的発展の実現～

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主
体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

◇居場所づくり
◇社会とのつながり

◇多様性を尊重し包摂
する地域文化

◇生きがいづくり
◇安心感ある暮らし
◇健康づくり、介護予防
◇ワークライフバランス

◇就労や社会参加の場
や機会の提供

◇多様な主体による、
暮らしへの支援への参画

地域共生社会とは
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厚生労働省HP

権利擁護支援とは、地域共生社会の実現を目指す包括的な支援体制における本人を中心とした支援・活動
の共通基盤であり、意思決定支援等による権利行使の支援や、虐待対応や財産上の不当取引への対応にお
ける権利侵害からの回復支援を主要な手段として、支援を必要とする人が地域社会に参加し、共に自立し
た生活を送るという目的を実現するための支援活動であると定義することができる。

（第二期成年後見制度利用促進基本計画）
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令和３年度 成年後見制度利用促進計画策定

庁内連携 健康課（高齢者担当）、福祉事務所（障害者担当）

庁外連携 社協（社会福祉法人連絡会）

令和４年度 成年後見センター（中核機関）設置

大川市権利擁護ネットワーク会議設置（地域連携ネットワーク）

※高齢者虐待防止ネットワーク会議と障害者虐待防止ネットワーク

会議を統合。金融機関を構成員に加え、アンケート調査実施

令和５年度からのモデル事業予算獲得

令和５年度 組織改編

※成年後見制度の事務を福祉事務所に新設の地域福祉係に統合

大川市の取組み～持続可能な権利擁護支援モデル事業化のプロセス～

■ポイント
・既存事業を見直し、重複する組織や事務を統合
・地域ケア会議の機能を活用し課題を明確化、関係機関と認識共有

➡財政担当への説明や、関係機関との調整がやりやすい

R3テーマ:認知症

➡預金管理の課題

R4テーマ:身寄り
のない人等

➡身元保証の課題

意思決定の課題

※緊急に支援を要
するケースが増加
し、急遽、事務管
理要綱策定し、４
件支援

地域ケア会議

重層的支援体制整備事業
への移行準備事業を活用
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➢ 人口減少、一人暮らし高齢者の増加

➢地域ケア会議から抽出された地域課題

令和５年度新たな権利擁護支援の仕組みづくりへ

31.9%

28.9%

25.6%

22.7%

20.4%

17.2%

15.5%

24.7%

23.7%

22.7%

21.5%

20.7%

19.9%

18.1%

43.4%

47.5%

51.7%

55.8%

58.9%

62.9%

66.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R5

R2

H29

H26

H23

H20

H18

65歳以上の者のいる世帯の構造の年次推移

高齢独居世帯の割合 高齢者夫婦のみ世帯 高齢者同居

➢ 金銭管理する人がいないため、預金の引き出しができず、必要な支払いができない
➢ 衣類や日用品の買い物ができない、入院時に用意したり届けたりする人がいない
➢ 医療の説明を理解し同意する人が本人以外にいない
➢ 緊急時の連絡先、身元引受人がいない

親族等の支援者不在で入院や入所ができない。
お金の管理ができず必要な支払いができない。
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大川市の取組内容

市、社協、成年後見センターで作戦会議
市のボランティアポイントデジタル化事業で連携していたKAERU（株）の持つ
KAERUカードの仕組みを活用し、人的コストをできるだけかけない仕組みづくり
に取り組むこととなる。

人口減少、少子高齢化の進行による一人暮らし高齢者の増加や、親族が遠方で

支援が困難な市民が増加。これまで家族が担っていた金銭管理や生活支援などを

担う人がいないため、日常生活のちょっとした困りごとが解決できないだけでな

く、必要な入院や入所手続き、支払いができない高齢者が顕在化。

今後も身寄りのない市民の増加が見込まれる中、現在の成年後見制度や事務管

理による支援だけで対応していくことは困難。

身寄りのない人も含め、市民が人生の最期まで安心して暮らし続けられるよう、

また、担い手不足は金融機関や医療機関など市民の生活に必要なサービスの現

場においても同様のため、できるだけ人的コストをかけない支援の仕組みづくり

を行い、持続可能な大川市を目指す。

【事業の目的】

DX、ICT活用
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KAERUカードとは

特徴1

1日に利用できる金額を

利用者ごとに柔軟に設定可能

特徴2

利用者情報、決済履歴、操作

履歴などの情報にアクセス

特徴3

チャージや一時停止など

ブラウザからすぐにサポート
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7月6日 権利擁護ネットワーク会議+
持続可能な権利擁護支援モデル事業検討部会

お互いの現状を知る
◆身寄りのない人の金銭管理の現状と課題認識の

共有
課題解決のためどんな支援があったらいいか
◆日常的金銭管理サービス事業者のイメージ
◆意思決定サポーターの役割のイメージ

➡【規範的統合】私たちの取組内容
①身寄りのない人の入院・入所対応マニュアルの作成

R6.２月完成「大川市身寄りがない人の入院や入所に関する支援
マニュアル

②身寄りのない人等の日常的金銭管理支援の仕組みづくり
R6.2開始「大川市おひとりさま支援事業」

大川市の取組み～身寄りのない人の入院等～
医師会、病院、介護施設、金融機
関、民生委員、弁護士、司法書士、
社会福祉士等が参加



大川市の取組み～簡易な金銭管理・意思決定支援～

主
体

日常的金銭管理サービス
事業者

意思決定サポーター 管理監督団体

担
い
手

大川市社会福祉協議会及
び、大川市と協定を締結
した金融機関

大川市の意思決定サポー
ター養成研修修了者で市に
登録した者

大川市成
年後見ｾﾝ
ﾀｰ

大川市、権
利擁護ﾈｯﾄﾜ
-ｸ会議

役
割
等

大川市社会福祉協議会
・利用相談受付、アセス
メント
・預金通帳、印鑑、エン
ディングノート等の預か
り
・チャージ設定
金融機関
・入院や入所時の費用支
払い

・定期的な訪問（月２回、
１回１時間まで）
・行政手続きへの同行など
を含む本人の意思決定支援
・KAERUカードやPayPay
アプリの使い方相談支援
※直接的な金銭管理や代理
行為はしない

・意思決
定ｻﾎﾟｰﾀｰ
の登録・
管理・ﾏｯﾁ
ﾝｸﾞ・
・本人へ
のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

大川市
利用者証発
行、相談･
苦情の対応
専門職チー
ム
困難ケース
に対する助
言、定期的
な状況確認

本
人
負
担

※目安の金額
【一般】1,846円/月 【生保】1,346円/月
参考：成年後見制度の場合（報酬助成の上限額）
【在宅】28,000円/月 【施設等】18,000円/月
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大川市おひとりさま支援事業における各主体の役割等

【利用者の要件】以下の両方に該当する大川市民
・事業内容等が一定程度理解でき、 KAERUカードを利活用できる者
・親族がいない、親族が障害又は認知症等により判断力が低下している、
又は親族との関係が著しく疎遠である等の理由により親族から支援が得
られない者



地域共生社会の実現

よう、交付金を交付する。

○地域住民が抱える課題が複雑化・複合化（8050世帯、ダブルケア等）。
▼高齢、子ども、障害等の属性別の従来の支援体制→複合課題や狭間のニーズへの対応が困難。
▼属性を超えた相談窓口の設置等の動き

→各制度の国庫補助金等の目的外流用を避けるための経費按分に係る事務負担が大きい。

社会福祉法に基づく新たな事業（「重層的支援体制整備事業」）の創設

○市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す
る包括的な支援体制を構築するため、Ⅰ相談支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支援を一体的に実
施する事業を創設する。

○新たな事業は実施を希望する任意事業。ただし、事業実施の際には、Ⅰ～Ⅲの支援は必須
○新たな事業を実施する市町村に対して、相談・地域づくり関連事業に係る補助等について一体的に執行できる

⇒新たな参加の場が生まれ
地域の活動が活性化

住民同士の顔の見える関係性の育成支援

Ⅲ 地域づくりに向けた支援

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保
・多分野のプラットフォーム形成など、交流・参加・学びの機会のコーディネート

Ⅰ～Ⅲを通じ、
・継続的な伴走支援
・多機関協働による
支援を実施

包括的な
相談支援の体制

・属性や世代を問わない相談の受け止め
・多機関の協働をコーディネート
・アウトリーチも実施

Ⅱ 参加支援

生活困窮者の就労体験に、経済的な困窮状態にない
ひきこもり状態の者を受け入れる等

・既存の取組で対応できる場合は、既存の取組を活用
・既存の取組では対応できない狭間のニーズにも対応
（既存の地域資源の活用方法の拡充）

（狭間のニーズへの 就労支援 見守り等居住支援

対応の具体例）

重層的支援体制整備事業 （令和３年４月１日施行）

出典：厚生労働省社会・援護局資料
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Ⅱ 参加支援Ⅰ 相談支援

大川市では令和６年
４月から実施

http://4.bp.blogspot.com/-_uiP7snuyhA/Us_Ng2k41sI/AAAAAAAAdK8/DBs2ee1iNPo/s800/kaisya_nakayoshi.png
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q&esrc=s&source=images&cd&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiQy_KbjMXZAhUMEpQKHZGCAPMQjRx6BAgAEAY&url=http%3A//01.gatag.net/0006870-free-illustraition/&psig=AOvVaw3vn8msKXixC-HVHqrui51e&ust=1519786476589264


機能 既存制度の対象事業等

第１号

イ

相談支援

【介護】地域包括支援センターの運営

ロ 【障害】障害者相談支援事業

ハ 【子ども】利用者支援事業

ニ 【困窮】自立相談支援事業

第２号

参加支援
社会とのつながりを回復するため、既存の取組で
は対応できない狭間のニーズについて、就労支援
や見守り等居住支援などを提供

第３号

柱書

地域づくりに向けた支援

【困窮】生活困窮者支援等のための地域づくり事業

イ
【介護】一般介護予防事業のうち厚生労働大臣が定める
もの（※通いの場を想定）

ロ
【介護】生活支援体制整備事業

ハ 【障害】地域活動支援センター事業

ニ 【子ども】地域子育て支援拠点事業

第４号
アウトリーチ等を通じた継続的支援事業
訪問等により継続的に繋がり続ける機能

第５号
多機関協働
世帯を取り巻く支援関係者全体を調整する機能

第６号 支援プランの作成（※）

重層的支援体制整備事業について（社会福祉法第106条の４第２項）

○重層的支援体制整備事業の内容については、以下の通り規定。
①新事業の３つの支援について、第１号から第３号までに規定。

②３つの支援を支えるものとして、アウトリーチ等を通じた継続的支援、多機関協働、支援プランの作成
を４号から第６号に規定。

（※）支援プランの作成は、多機関協働と一体的に実施。
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新

新

新

新
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市と市社会福祉協議会は、誰もが自分らしく暮らせる地域共生社会の実現に向けた取り
組みの一環として、学校や職場、家庭とは異なる地域の居場所づくりに取り組んでいま
す。

子どもだけでなく地域のあらゆる世代が参加し、ふれあうことのできる居場所を地域と
協働しながら創り上げていきます。

孤立・孤独の防止や解決につなげ“みらい”を一緒に作っていくプロジェクトにご協力い
ただける方を募集しています。

あなたのできる範囲で参加してみませんか。
✔募金箱の設置 ✔寄付で応援
✔みらいチケット協力店登録・みらいチケット購入
✔みらい食堂（地域食堂）の立ち上げ
✔ボランティアでお手伝い

おおかわみらい食堂プロジェクト



小学５年生を対象に「こども民生委員」を委嘱し、地域への見守り活動等への
参加体験を行い、その保護者にも民生委員活動の重要性の理解を促すともに、
活動を通して、こどもと地域の高齢者等との交流を行い、地域全体で見守り合
い、助け合う意識の涵養を図ることを目的とする。

【活動の流れ】

① 既存の「認知症サポーター養成講座」又は、「福祉学習（高齢者
疑似体験等）」の中に民生委員が民生委員活動に関して話す時間
を盛り込む。
修了時に、こども民生委員証を交付する。

② 想定する具体的な活動

・民生委員と一緒に一人暮らし高齢者への訪問に同行し、季節の

挨拶状を手渡す

・地域の高齢者の通いの場に参加し、地域の高齢者とふれあう

・支え合いマップの作成 など

※活動内容は、地区民児協と学校、社協とともに検討する

大川市こども民生委員活動
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こども民生委員活動

民生委員と一緒に一人暮らし高齢者宅や認知症グループホームなどを訪問し、
家庭科授業で作った小物をプレゼント。夏休みに地域の通いの場に参加。 26



外出で介護予防プロジェクト実証実験（らくらく買物）

27



令和５年度～大川市新たな取り組み

病気（認知症の有無）や年齢で諦めることなく、やりた
いことや続けたいことを一緒に楽しむ活動を始めました。

チームオレンジ

手芸の会
特技や趣味を活かしたい
やってみたいことを応援！

積み木の会
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とつながり

とつながり
いくつになっても

は
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出典【市町村向け】 地域づくり支援ハンドブック ～2023年度版～

健康課 認知症地域支援推進員
認知症サポーター
チームオレンジ
認知症カフェ

お
お
か
わ
み
ら
い
食
堂
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

こ
ど
も
民
生
委
員

福
祉
事
務
所
・
社
会
福
祉
協
議
会

生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

健
康
課
・
大
川
三
潴
医
師
会

在
宅
医
療
介
護
連
携
推
進
員

地
域
の
医
療
機
関
、
薬
局
、
介
護
事
業
所

健康課
介護事業所

ボランティア団体

大川市共生推進会議
（庁内10課）
ふくまるネット

地域包括支援センター
地域ケア会議

持続可能な権利擁護支援モデル事業

教育委員会
SSW

地域学校
協働活動

生活困窮者
自立支援相談機関

インテリア課
地域の建具会社

保育園

三士会
金融機関

企業・
団体

障がい
福祉
サービ
ス事業
所

社会福
祉法人

図書館

大学 介護予防サポーター

30



SCが地域ケア会議に出ると
ニーズを把握➡地域の活動主体へ働きかけ➡新たな社会参加の場
の創出

災害時のニーズ×縫物が得意な
高齢者＝
ぞうきんnui nuiプロジェクト

（自分で買物に行くことが難し
くなってきた認知症高齢者・地
域包括支援センター）×おでか
けサポート×認知症地域支援推
進員＝
おでかけサポートで買物実現+
免許返納
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2024年11月13日大川市地域共生フォーラム
こどもからおとなまで つながるおおかわ

【アンケートより】
・世代を問わず交流できる場を作ることから・・全ての地
域で広がればいいな。
・認知症は怖い病気ではないと思った。
・世代を超えたつながりを感じ、互いに助け合う、支え合
うことが大事だと改めて気づかされた。
・認知症の人、高齢者、子どもは弱者ではなく一人一人の
できること、得意なことを他の誰かの手助けに、という考
え方でつながりを作っていくことが住みやすい地域になる
と感じた。
・世代関係なくつながり、支え合うきっかけが増えていけ
ば嬉しい。つながりが増えることで笑顔が溢れたり相談し
やすくなる関係ができると孤立化を防げるのかな。 33


